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資料４

平成21年６月１日

大臣官房政策課

政策決定プロセスの改善策について

Ⅰ はじめに

（１）政策決定プロセスの改善の意義

農林水産政策は国民全体のためのものである。したがって、その政策を決定する

プロセスも国民視点に立ったものに改善することが不可欠である。

「農林水産省改革の工程表 （平成20年12月24日農林水産省省議決定）において」

は、官房及び各局庁は、３月までにプロセスの現状を分析し、５月までに改善策を

示した上で（別紙 、官房政策課は、８月までに農林水産省としての改善策につい）

て結論を得ることとなっている。

（２）本素案の位置づけ

官房及び各局庁から示された現状分析に基づいた改善策については、今後、各々

が着実に実行することが重要である。

同時に、８月の農林水産省としての改善策の策定に向け、官房政策課において以

下の通り素案を作成した。これについては、今後の改善策の議論の材料として供す

ることにより、地方組織も含め様々な観点から意見を聴取し、その結果も含め、次

回の農林水産省改革推進本部においても再度議論をお願いしたい。

（３）本素案のポイント

官房及び各局庁から示された現状及び改善策も踏まえ、官房政策課では、政策決

定プロセスの改善を議論していく上で、以下の通り 「国民の声の把握」及び「科、

学的・客観的な分析」を重要な観点として提示する。

① 国民の声の把握

農林水産政策を支えるのは国民負担、納税者負担であることを強く意識し、政

策課題の選定の段階から、国民に広く参加の機会を提供することが重要である。

決定された政策については、現場の地方組織の担当者や、生産者その他の関係

者まで徹底して周知するとともに、政策の受益者である国民からの意見や要望に

ついては十分に検討し、要すれば政策に反映することが重要である。

② 科学的・客観的な分析

政策の裏付けとなる財源が限られる中においては、少ない資金で最大限の政策

効果を発現させることが重要であり、そのためには、科学的・客観的な分析を行

い、その結果を国民が政策選定を判断する際に提供することが重要である。
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Ⅱ 官房及び各局庁から提出された改善策の概要

１．国民の声の把握

(1) 分析にあたっての問題意識

① 幅広い国民層からの意見収集

農林水産政策は国民全体のためのものであることを踏まえ、意見交換会等の場

においては幅広い層から政策について意見を伺っているか。

② 分かりやすい政策説明

国民との意見交換の前提となる政策説明が、誰にでも分かりやすい形で行うな

ど親切・丁寧に行われているか。

③ 国民の意見等の情報共有

国民から伺った意見等について、地方組織も含めた省内で共有し、それをもと

に政策を議論する仕組みが整っているか。

④ 透明性のある政策決定と丁寧な周知

政策決定の手続きが審議会等の公開の場で行われるなど透明性が確保され、決

定された政策は迅速かつ丁寧に周知されているか。

(2) 提出された改善策を踏まえて考えられる改善点

① 政策課題の選定段階からの説明会等の実施

政策課題の選定の段階から、主な政策に関する農林水産省の基本的な考え方を

国民に提示する。その際には、現場に足を運んで説明会等を行い、政策が真に現

場のニーズ等に沿ったものか検証する。

② 地方組織の積極的な政策決定プロセスへの参加

説明会等を行うにあたっては、地方組織が自主性を最大限に発揮して地方の特色

に応じた説明を行えるよう環境を整備する。地方組織は、汲み上げられた意見等につ

いて 「地方ホットライン」等の仕組みも利用しながら、政策決定プロセスの中で活用、

されるよう本省に働きかける。

③ 本省による説明会等の実施状況のフォローアップ

地方組織が支障なく説明会等を行えるよう、本省は政策に関する情報提供をき

、 、め細かく行うとともに 実施された説明会等については地方組織から報告を受け

逐次フォローアップを行う。

④ パブリックコメントの実施に関するルール

パブリックコメントについては、例えば、省サイトに掲示する期間の設定、主

要な意見等に対する返答の義務化、及び主な意見等並びにその返答の省サイトで

の公表など、省内共通のルールを策定する。

⑤ 国民からの意見等の情報共有

説明会やパブリックコメント等による国民からの意見等について、関係者全員

が共有できるよう体制を整備する。

⑥ 分かりやすい資料づくりのための仕組み

説明資料やパンフレット等について、分かりやすさの観点からチェックできる

体制を整備する。
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２．科学的・客観的な分析

(1) 分析にあたっての問題意識

① 緻密な政策分析

政策効果の継続性や波及効果のほか、農業以外の他産業との公平性の問題等踏

み込んだ分析が行われているか。

② 科学的・客観的な視点

分析結果が、科学的知見をもつ有識者や実際に現場で政策を活用する関係者等

の指摘に耐えうるものとなっているか。

③ 分析結果の情報提供

分析結果について、国民が容易にアクセスでき理解できるような環境が整って

いるか。

(2) 提出された改善策を踏まえて考えられる改善点

① 科学的・客観的な分析

諸外国における類似の政策との比較や将来の政策効果についてのシミュレーシ

ョン等を活用するなど科学的・客観的な分析を行う。

② 第三者からの意見収集

分析結果については、審議会、検討会等において、第三者である有識者等から

意見を伺う。

③ 分析結果の国民への提供

分析結果については、ホームページや説明会等の場において、Q＆Aやパンフレ

ットなど分かりやすい資料を活用しながら国民に提供する。

Ⅲ 政策別の対応における留意点

(1) 国民の声の把握や科学的・客観的な分析は、場合によっては多くの時間と労力を要

する。全ての政策について一律に同じ程度の取組を求めることは困難であり、政策の

種類に応じて実現可能かつ効果的な方法を採用することが重要である。

(2) 例えば、以下のような取組方法が考えられる。

① 中長期的な政策

複数年計画など中長期に及ぶ政策については、政策課題の選定の段階から説明

会など国民の意見や要望を把握する機会を最大限提供するとともに、有識者等の

意見を聴取するなど科学的・客観的な分析を十分に行う。

② 毎年度の政策

毎年度の予算編成に応じて策定される政策については、一年を周期としてＰ

ＤＣＡサイクルを徹底させるための仕組みを整備する。

③ 緊急的な政策

経済対策など緊急を要する政策についても、常日頃から国民のニーズの把握に

努め、実施された政策決定プロセスについては、事後的に国民から意見を伺い、

次回のプロセスに活かす。
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Ⅳ 今後の検討の進め方

(１) 省内における議論の喚起

農林水産省としての政策決定プロセスの改善策については、この資料を素案とし

て位置づけつつ、省内サイトでの職員からの意見募集はもとより、地方農政局長会

議等の場を活用するなどして、本省・地方組織も含め議論を省内に喚起し、様々な

観点からの意見を聴取する。

また、客観的な視点も確保するため、政策評価会の場において外部有識者から意

見を伺うこととする。

(２) 改善策の試行的な取組

今回の取組は国民視点に立った政策決定プロセスを構築することを目的としてお

り、したがって、今回の改善策の検討にあたっても広く国民から意見を伺うことと

。 、 （ ） 、する 例えば 上記Ⅱ１ 2 に示したパブリックコメントのルールづくりの取組を

今回の改善策の検討にあたって試行的に実施する。

(３) 官房及び各局庁における当面の取組

別紙のとおり、官房及び各局庁からは担当する施策の特色に応じて様々な改善策

が提示された。

これらについては、上記Ⅰ(2)にも示したように、農林水産省としての改善策が結

論付けられるまでは、官房及び各局庁において積極的に進めていくとともに、これ

らの改善策のうち農林水産省としての改善策によって確立されたものについては、

それに基づき実施することとする。



官房及び各局庁から提出された政策決定プロセスに関する現状及び改善策（案） 

平成 21 年６月１日 

大 臣官房政 策課 

政策課題の選定 政策手法の検証 政策決定の手続き フォローアップ 
○政策課題の選定が国民のニーズに依拠しているか。 

○選定段階で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策の有効性の検証等が客観的に行われているか。 

○検証過程で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策決定手続きが透明に行われ、国民に十分な説明が

されているか。 

○事後の説明が親切・丁寧に行われ、クレームに対して

は正直な対応がとられているか。 

 

現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 

大臣官房 

○外部有識者からなる審

議会等において意見を

伺い、結果を公表。 

○ＨＰにおいて意見募

集を行うとともに、国

民の取組事例につい

て公募等により選定。 

○大学や企業等からの要

望等に応じ政策に関す

る講演会等を実施。 

○世論調査等により国民

のニーズを把握してい

る一方、国民参加の機会

を増やす余地がある。 

○説明用資料が業界関

係者向けのものが多

く、国民一般にとって

は複雑。 

○より多くの国民から

意見を伺うとともに

プロセスの透明化を

図る。 

○関係者との意見交換

会等の場や出席者を

増やす工夫。 

○マスコミへの説明や

説明会等の場を活用

し、説明用資料に対す

る意見を伺う。 

○国民から意見を募集

しつつ政策目標を設

定するとともに、その

妥当性や達成に向け

た取組については、一

般傍聴可能なものも

含めた協議会等の場

において検証を実施。

○説明会等の場を設定し

国民から意見を伺った

ものの、それを省内で共

有する取組が不十分。 

○また、説明会の対象者

が農林水産業に直接関

係する一部の者に限定

されるとともに、開催

数、出席者数が少ない

ケースもみられる。 

○より多くの国民から

意見を伺うとともに

プロセスの透明化を

図る。 

○関係者との意見交換

会等の場や出席者を

増やす工夫。 

○国民からの意見をデー

タベース化するなど分

かりやすい形にまとめ、

政策に反映しやすくす

るための体制を整備。 

○説明会等の傍聴登録

時において意見を受

け付けるなど、国民の

声を伺う機会を設定。

○一般傍聴可能なもの

も含めた意見交換会

等の場やパブリック

コメントを通じて国

民から意見を伺う機

会を設定。 

○ただし、その前提となる

国民への政策の周知が、

質的・時間的に不十分な

ため、国民から意見を十

分に伺っていないケー

スもみられる。 

○また、説明会の対象者

が農林水産業に直接関

係する一部の者に限定

されるとともに、開催

数、出席者数が少ない

ケースもみられる。 

○より多くの国民から

意見を伺うとともに

プロセスの透明化を

図る。 

○政策決定前の極力早

い段階からＨＰにお

ける広報活動や意見

交換会を積極的に実

施。 

○説明会等の傍聴登録

時において意見を受

け付けるなど、国民の

声を伺う機会を設定。 

○地方組織への政策の

周知については、質疑

応答集を作成するな

どの工夫。 

○質問や問い合わせに

ついては対応者をあ

らかじめ決めて丁寧

に対応し、部署内での

共有を徹底。 

○協議会や定量的・定性

的調査を通じて、政策

のフォローアップを

実施。 

○講演会等の場や逐条

解説本、Ｑ＆Ａの作成

を通じて丁寧な説明

を実施しているもの

の、政策に対する国民

の理解が進んでいな

いケースもみられる。

 

○より多くの国民から

意見を伺うとともに

プロセスの透明化を

図る。 

○地方組織等と連携し

て政策の受益者へ政

策を周知徹底 

 国際部 

○農業生産者との意見

交換は行ってきてい

るが、それ以外の幅広

い国民各層から意見

を伺う機会が不十分。 

 

○農業生産者との意見

交換に費やしてきた

のと同等のエネルギ

ーを、消費者団体等向

けにも費やす。 

○このような基本的考え

方の下、国民各層に対

する説明や意見交換を

充実させるため、原則

として国際部職員全員

が国民との対話の機会

を持つ。 

 

○交渉がもたらす成果

や国内への影響等に

ついて、国民に対する

客観的な説明が必ず

しも十分ではない。 

○特定の関係者への政

策説明が主であり、広

い意味での国民から

の意見を伺う機会が

不十分。 

 

○交渉がもたらす成果

や影響等について可

能な限り科学的・客観

的な検証を行う。その

際、必要に応じ、可能

な範囲で現状や過去

のデータ等も参照し

つつ数値的な検証も

行う。 

○ヒアリングの対象者

に、農林漁業者や消費

者（団体）等のバラン

スを図る等広く国民

参加の機会を設ける。

 

○外交交渉に関する事

項について、例えば

WTO 交渉では、前ラウ

ンドの反省を踏まえ

「国民合意プロセス」

の中で提案や交渉状

況の説明を行い、交渉

プロセスの透明化を

図っている。 

○地方を含め、広い意味

での国民への政策説

明が不十分。 

 

○今後とも基本的な交

渉方針等について、広

く国民から意見を伺

い、交渉姿勢に反映。 

○政策決定プロセスを

明らかにすることが

困難な場合は、極力透

明性を確保するため、

国民に対して「事前の

情報提供」と「決定後

の説明」を行う。 

○シンポジウム等の場に

積極的に参加するとと

もに、地方レベルでは、

省幹部を中心に外部説

明を実施。 

○幅広い国民への説明

や意見交換が不十分。

○外部からの問い合わ

せについても、体系的

に対応することが必

要。 

○国民への資料提供に

あたっては、誰にとっ

ても理解しやすい資

料を提供。 

○外部からの問い合わ

せについて、原則とし

て１週間以内に返信

するなど、具体的なル

ールを定め、迅速な対

応を行う。また、課内

掲示板等を活用し、対

応結果について情報

共有を徹底。 

資料４（別紙）



政策課題の選定 政策手法の検証 政策決定の手続き フォローアップ 
○政策課題の選定が国民のニーズに依拠しているか。 

○選定段階で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策の有効性の検証等が客観的に行われているか。 

○検証過程で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策決定手続きが透明に行われ、国民に十分な説明が

されているか。 

○事後の説明が親切・丁寧に行われ、クレームに対して

は正直な対応がとられているか。 

 

現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 

 統計部 

○利用者ニーズを踏まえ

つつ、外部有識者を含む

検討会等において意見

を伺う一方、消費者から

意見を伺う機会が不足。 

○統計のスリム化が求

められる中、新規ニー

ズや継続要望に応え

ることが困難。 

○人員削減に対応しつ

つ、より効率的に統計

を作成する観点から

見直しを実施。 

○統計手法の見直しに

ついては、外部有識者

を含む検討会等にお

いて意見を伺う一方、

消費者から意見を伺

う機会が不足。 

○統計データの精度や

継続性について、客観

的な検証を実施。 

○人員削減に対応しつ

つ、より効率的に統計

を作成する観点から

見直しを実施。 

○検討会等における議

論を踏まえ統計の見

直しを決定。 

○内容について利用者へ

の直接説明等を実施。

○省内でも内部掲示板を

活用し周知するととも

に、詳細については通達

等の改正の際に周知。 

― 

○統計の見直しの内容

については利用者へ

の直接の説明等を実

施するとともに、ニー

ズを把握。 

○各種照会や要望につ

いては原則1週間以内

に回答するよう組織

内で周知徹底。 

― 

総合食料局 

○消費者の関心や世論

の高まりに対応した

課題選定や審議会等

での議論が行われて

いるが、広く国民、特

に一般消費者の意見

を伺う機会が不十分。 

○施策の対象者となる

事業者や生産者のニ

ーズの把握を徹底す

るとともに、アンケー

ト等を通じて消費者

の意見を把握する。 

○審議会等の場で必要

なデータに基づいた

検討や実態把握が行

われていたが、広く国

民、特に一般消費者の

意見を伺う機会が不

十分。 

○広く国民、特に一般消

費者の視点を反映す

る観点から、政策手法

の検証過程において、

パブリックコメント

等を通じて分かりや

すい情報提供を行う

とともに、意見の把握

に努める。 

○政策決定手続きは審

議会等の公開の場で

行われ、内容について

も、記者発表や HP に

より公開しているが、

幅広い関係者への説

明が不十分。 

○パブリックコメント

を行うほか、ポンチ絵

を活用した分かりや

すい資料を作成し、関

係者に幅広く説明す

る。 

○国民からの質問等に

ついては、窓口の設置

のほか、Q＆A の作成と

HP での公開、地方農政

局への配布などを実

施。 

 

○制度の運用や解釈に

迷うものについては

必ず相談・協議するこ

とを徹底。 

○クレーム等の対応状

況をチェック、共有す

る体制整備について、

省内掲示板の活用等

手法を含めて検討。 

消費・安全局 

○科学的知見を基礎と

した政策企画を行う

とともに、消費者、事

業者との意見の交

換・反映を実施。 

○検討会等の場におい

てより分かりやすい

説明や資料の提出。 

○生産現場での実用性

を勘案しつつ、科学的

知見を基礎とした政

策企画を行うととも

に、消費者、事業者と

の意見の交換・反映を

実施。 

○常に最新の科学的な

知見を踏まえて政策

手法の見直しを行う

ため関係機関と緊密

に連携し情報収集。 

○検討会を開催し、関係者

の意見を踏まえ政策決

定を実施するとともに、

議事概要やパブリック

コメントの回答等につ

いてはＨＰに公開。 

○決定された政策につ

いては、対象者に説明

会の開催やＱ＆Ａの

作成を実施。 

○これまでの取組を徹

底・強化し、政策決定

手続きを更に透明化。 

○説明会の実施やＨＰ

による情報提供とと

もに、問い合わせに関

しては個別に補足説

明。 

○政策効果の有効性に

ついて検証するとと

もに実施状況につい

てアンケート調査。 

 

○国民・消費者との意見

交換会、政策効果の有

効性の検証等を踏ま

えた必要な見直しを

実施。 

生産局 

○生産者団体などとの

意見交換会等におけ

る議論に加え、ＨＰ上

において政策課題を

含む政策提案を募集。 

○緊急的な措置が求め

られ、実施ありきの議

論が先行する場合に

は、時間的制約から、

現場のニーズや国民

のメリットに関する

政策の効率性の検証

が不足。 

○より多くの国民から

政策提案がなされる

よう、頂いた意見も踏

まえて HP を通じた募

集方法を工夫。 

○単なる要望ではなく、

「政策提案」として国

民から意見を伺う。 

○時間的制約がある状

況においても、客観的

なデータを示しつつ、

簡略化されたプロセ

ス（政策モニターの活

用等）で国民の意見を

伺う。 

○審議会等の公開の場

において議論する政

策手法もある一方、緊

急的な措置が求めら

れる等の場合には、時

間的制約から、省の案

を提示したオープン

な議論を行うことが

困難なケースもある。

○生産現場への政策内

容の周知の不徹底に

より誤解が生じたケ

ースもある。 

○時間的制約がある状

況においても、省の案

を何らかの形で示し

議論を求める手法（例

えば現場での説明会

を 検 討 段 階 か ら 実

施。）を検討。 

 

○緊急的な措置が求め

られる等の場合には、

時間的制約からパブ

リックコメントやオ

ープンな議論を行う

ことが困難なケース

もある。 

○決定内容について丁

寧な説明に努めたも

のの、現場・国民全体

への周知不足。 

○時間的制約がある状

況においても、客観的

なデータを示しつつ、

簡略化されたプロセ

ス（政策モニターの活

用等）で国民の意見を

伺ったり、分かりやす

いパンフレット・文

書・Q＆A 等を作成。 

○地方出先機関の機能

を充実させ、農林水産

省として独自の情報

提供ルートを構築。 

○国民の要望等をフィー

ドバックするための専

門組織を官房内に設置。 

○制度の運用について

は現場のニーズを踏

まえ要領改正等を実

施。 

○事業の簡素化は重要だ

が、逆に現場から詳細

な運用や解釈が求めら

れ、クレームの原因に

なるケースもある。 

○照会や要望事項に丁

寧に対応し質疑応答

やＱ＆Ａを作成する

と、逆に複雑化したと

の批判もある。 

○制度の運用や解釈に

迷うものについては

必ず本省と相談する

ことを明確化。 

○極力分かりやすい形

でパンフレット、文

書、Ｑ＆Ａ等を作成す

るとともに、地域の要

望等に応じた説明会

を実施。 



政策課題の選定 政策手法の検証 政策決定の手続き フォローアップ 
○政策課題の選定が国民のニーズに依拠しているか。 

○選定段階で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策の有効性の検証等が客観的に行われているか。 

○検証過程で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策決定手続きが透明に行われ、国民に十分な説明が

されているか。 

○事後の説明が親切・丁寧に行われ、クレームに対して

は正直な対応がとられているか。 

 

現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 

経営局 

○水田・畑作経営所得安

定対策の見直し等に

当たっては、地方公聴

会や、全国 100 か所以

上の現場に出向いて

農業者の意見を直接

伺う機会を設定。 

○また、本省及び農政事

務所等の「農政安心ダ

イヤル」を活用。 

○上記のような取組が

他の政策において浸

透していない。 

○消費者等から意見を

伺う機会が不十分。 

○担い手育成政策全般

について、消費者等を

含めた幅広い国民を

対象とした政策周

知・PR 会等を実施。 

○水田・畑作経営所得安

定対策の見直し等の

際に行われた左記の

取組を、他の政策につ

いても取り入れる。 

○本省及び農政事務所

等の「農政安心ダイヤ

ル」を活用して、生産

者等から意見を伺う

とともに、政策の評価

に関する調査を行う

など、政策手法を検

証。 

○上記のような取組が

他の政策において浸

透していない。 

○水田・畑作経営所得安

定対策の見直し等の

際に行われた左記の

取組を、他の政策につ

いても取り入れる。 

○水田・畑作経営所得安

定対策については、農

家向けの DVD の配布、

地域の実情に応じた

パンフレットの作

成・配布を通じ説明。

○上記のような取組が

他の政策において浸

透していない。 

○導入時の説明やパン

フレットにおいて、細

かい質問にも答えら

れるようにしたため、

ページが増え分かり

やすさが欠けた。 

 

○政策対象者に説明資

料を“見ていただけ

る”との観点から、ポ

ンチ絵や図表を多用

するとともに、通読で

きる枚数に圧縮。 

○水田・畑作経営所得安

定対策の見直し等の

際に行われた左記の

取組を、他の政策につ

いても取り入れる。 

 

○「経営所得安定対策だ

より」を農政事務所ご

とに発行するととも

に、月２回の「農業担

い手メールマガジン」

により、加入者全員へ

情報配信。 

○パンフレット、相談窓

口等を活用し情報提

供。 

○上記のような取組が

他の政策において浸

透していない。 

○地方組織、協会、団体

から情報収集、意見交

換会等を実施してい

るが、消費者等から意

見を伺う機会が不十

分。 

○消費者等を含めた幅

広い国民を対象とし

た政策周知・PR 会等を

実施。 

○水田・畑作経営所得安

定対策の見直し等の

際に行われた左記の

取組を、他の政策につ

いても取り入れる。 

農村振興局 

○農業のみならず他産

業、国土状況、国際情

勢等の視点を踏まえ

つつ政策課題を抽出。 

○外部有識者からなる審

議会等において議論す

るとともに、現地調査や

現場との意見交換等を

実施し実用性のある課

題を選定。 

○施策に関するこれま

での経緯等について

の分かりやすい資料

の作成・掲示、パブリ

ックコメントの募集

等を通じより広い意

味で国民から意見を

伺う。 

○毎年度政策の実績・効

果を把握・分析すると

ともに、審議会におい

て評価を依頼。 

○また審議会の結果は

ＨＰに公表している

が、広い意味での国民

の意見を伺う機会が

不足。 

○政策内容についての

分かりやすい資料の

作成・掲示、パブリッ

クコメントの募集等

を通じより広い意味

で国民から意見を伺

う。 

○パブリックコメント

の募集等を通じ、政策

案を提示した上で広

く国民から意見を伺

うとともに、決定後は

速やかにＨＰへの公

表や説明会を実施。 

○HP 等での周知におい

ては、資料の工夫に努

めるなど、より多くの

人に分かりやすい形

での周知を図る。 

○政策内容については

各種会議を通じて担

当者に迅速に伝える

とともに、政策の実績

調査についても実施。

○多様な情報収集ルー

トの確保が課題。 

○担当者会議等の場に

おいて実績の説明・共

有を行い、政策目標の

達成を図る。 

○自治体、大学、民間企

業等多様な情報収集

ルートを確保しつつ

フォローアップを実

施。 

技術会議事務局 

○地方の関係機関や団体

が参加する会議等を通

じて研究ニーズを把握

するとともに、様々な

分野の有識者をメンバ

ーとする技術会議で議

論。 

○研究ニーズのほか、国

が関与する必要性、経

済社会に及ぼす効果等

について専門的な事前

評価を実施し、結果を

公表。 

○国民により広く参加

の機会を提供すると

ともに、意見、要望に

ついては十分に検討

する機会を設ける。 

○地方の関係機関や団体

が参加する会議等を通

じて研究ニーズを把握

するとともに、様々な

分野の有識者をメンバ

ーとする技術会議で議

論。 

○研究ニーズのほか、国

が関与する必要性、経

済社会に及ぼす効果等

について専門的な事前

評価を実施し、結果を

公表。 

○研究応募状況、評価結

果 等 に つ い て 科 学

的・客観的に分析し、

それを踏まえ有識者

等との十分な検討を

実施。 

○政策の目標について

より具体化し、それに

基づき評価を実施。 

○政策は様々な分野の

有識者をメンバーと

する技術会議で議論。

○政策の実施機関は公

募により募集。 

○審査については外部

有識者等よりなる評

価会において実施し、

結果を公表。 

○国民により広く参加

の機会を提供すると

ともに、意見、要望に

ついては十分に検討

する機会を設ける。 

○公募情報については

より見やすくわかり

やすい資料を作成し、

幅広くＰＲを実施。 

○政策の質問等に親

切・丁寧に対応すると

ともに、その内容、日

時、回答者については

記録・保存。 

○フォローアップを適

切に行うため、政策の

進捗状況の管理や中

間評価を実施。 

○研究課題が決定され

た後であっても国民

から意見・要望を伺

う。 



政策課題の選定 政策手法の検証 政策決定の手続き フォローアップ 
○政策課題の選定が国民のニーズに依拠しているか。 

○選定段階で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策の有効性の検証等が客観的に行われているか。 

○検証過程で国民に参加の機会が得られているか。 

○政策決定手続きが透明に行われ、国民に十分な説明が

されているか。 

○事後の説明が親切・丁寧に行われ、クレームに対して

は正直な対応がとられているか。 

 

現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 現状 改善策 

林野庁 

○審議会等の場におい

て審議するとともに、

公告・縦覧、パブリッ

クコメントを実施。 

○早い段階から森林所

有者や国民一般から

意見を伺う機会が不

足。 

○イベントやインター

ネットなど様々な媒

体を通じて、目標や成

果指標などを分かり

やすく提示。 

○森林所有者等とのブ

ロックごとの意見交

換会や自治体の担当

者とのネットワーク

を利用して意見収集。 

○事業実行段階で寄せ

られる現場や国民の

意見を活用。 

○パブリックコメント

の周知も工夫。 

○審議会等の場におい

て、事業の目標や成果

指標について、科学

的・専門的な検証とあ

わせ、国民の反応も踏

まえた検討を行うと

ともに、公告・縦覧、

パブリックコメント

を実施。 

○現場に近い自治体や

森林所有者等からの

意見を政策に反映す

ることについて工夫

の余地がある。 

○イベントやインター

ネットなど様々な媒

体を通して、目標や成

果指標などをわかり

やすく提示。 

○森林所有者等とのブ

ロックごとの意見交

換会や自治体の担当

者とのネットワーク

を利用して意見収集。

○事業実行段階で寄せ

られる現場や国民の

意見を活用。 

○パブリックコメント

の周知も工夫。 

○決定された政策内容

をＨＰに掲載すると

ともに、広く意見を募

集するため、公告・縦

覧やパブリックコメ

ントを実施。 

○ただし、十分な周知が

行われていないケー

スもある。 

 

○政策説明会の実施や

自治体の担当者との

ネットワークの構

築・活用により周知を

徹底。 

 

○HP やパンフレット等

により周知。 

○用途・相手に応じた分

かりやすい情報提供

の工夫が不足。 

 

○説明対象の関心に応

じた資料の充実、時宜

を捉えた政策説明会

の実施、自治体のカウ

ンターパートとの意

思疎通の定着を徹底。

○政策説明会の出席者

へのアンケートの実

施。 

水産庁 

○審議会等の場におい

て有識者から意見を

聴取するとともに、そ

の内容のＨＰでの公

表やパブリックコメ

ントを実施。 

○政策提案会等を通じ、

地方自治体の政策提

案や問題意識を把握

し、意見交換を実施。 

○可能な限り、漁業者、

商社、マスコミ等に対

し、課題を取り巻く状

況、問題点、対応方向

について説明を実施

し、意見交換を実施。 

○「浜の声を聴く会」、

生産者と消費者との

理解醸成協議会など、

現場での漁業者・消費

者等を交えた会合を

一層活用し、直接・継

続的にニーズを拾い

上げる仕組を構築。 

○政策内容の検討に当

たっては、特に専門的

な知識が必要な場合

には、外部有識者から

意見を聴取。 

○施策に応じて有識者

の参加による検討会

を設置するなど、第三

者の意見を政策立案

過程に反映するとと

もに、庁内部に「政策

決 定 プ ロ セ ス の 評

価・検証等委員会」を

設け、継続的に検証を

実施する仕組を構築。

○施策に応じ「浜の声を

聴く会」、生産者と消

費者との理解醸成協

議会等を活用し、政策

の有効性等について

国民に意見を伺う。 

○事業執行前から説明

会を開催するなど関

係者に周知。 

○ただし、末端組織に政

策を周知するのに時

間を要しており、執行

段階において地域差

が発生。 

○読む人の視点に立っ

たパンフレット等の

作成とそれを用いた

全国各地での説明会

開催、地方公共団体と

の連携、漁業調整事務

所の活用、地方紙への

働きかけ等の取組を

行い、国民に政策内容

を執行前の段階から

丁寧に周知。 

○政策決定後には説明

会の開催、パンフレッ

トの作成・配布等を行

うとともに、質問やク

レームについては丁

寧に対応。 

○制度が使いづらいと

の国民の声に対して

は、手続き・書類の簡

素化や制度の弾力的

な運用を行うととも

に、担当者を現地に派

遣して説明・指導。 

○読む人の視点に立った

パンフレット等の作成

とそれによる周知、説

明会の開催、ＨＰでの

公表を活用し、施策を

周知。 

○漁業者・消費者の意見

を聴く場、専門家の意

見を聴く場を活用し、

ニーズを拾い上げ、今

後の政策の立案に活か

す。 

○引き続き、手続き・書

類の簡素化や制度の

弾力的運用に努める

ほか、質問やクレーム

に対して親切かつ丁

寧な対応を徹底。 
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